
　労働費
1億4,148 万円
　  （0.7％）

   　その他
11億6,611 万円
　  （5.4％）

80

100

　  民生費
53億2,090 万円
　（23.7％）

市民一人あたりに使われたお金
   ※平成24年3月31日現在の住民基本台帳の
　　人口38,513 人から算出

　  民生費
52億6,111 万円
　（24.3％）

　  公債費
38億3,586 万円
　（17.7％）

　  総務費
29億1,450 万円
　（13.5％）

   教育費
26億9,196 万円
　 （12.4％）

   　衛生費
15億6,053 万円
　  （7.2％）

   　農林水産業費
14億6,652 万円
　  （6.8％）

   　土木費
11億1,903 万円
　  （5.2％）

    消防費
6億978万円
　 （2.8％）

   商工費
6億4,040 万円
　 （3.0％）

   民生費    13万6,606 円

   公債費    9 万9,599 円

   総務費    7 万5,676 円

   　議会費
2億1,455 万円
　  （1.0％）

　  民生費
53億2,090 万円
　（23.7％）

使っていない↓

歳入総額
220億
5,993 万円

使用料及び手数料
  5 億2,270 万円

繰越金
  4億8,510 万円

分担金及び負担金
     1億8,893 万円
財産収入

  3,888 万円
繰入金

2,219 万円
寄附金

1,277 万円

地方消費税交付金
  3億3,618 万円

地方譲与税
  2億1,812 万円

自動車取得税交付金
       5,718 万円

地方特例交付金
6,122 万円

利子割交付金
1,507 万円

配当割交付金
752万円

株式等譲渡所得割交付金
183万円

ゴルフ場利用税交付金
957万円

交通安全対策特別交付金
495万円

歳出総額
216億
2,183 万円

義務的経費
 49.0％

その他
 37.9％

人件費
18.7％

扶助費
12.6％

繰出金
12.4％

その他
13.4％

　　依存財源
　　162億4,706 万円
　　　（73.6％）

市税
39億916万円
（17.7％）

諸収入
6億3,314 万円
（2.9％）

その他
12億7,057 万円
    （5.8％）

　地方交付税
93億2,087 万円
　（42.2％）

　　市　債
24億1,800 万円
 　 （11.0％）

　　県支出金
14億6,898 万円
　　（6.7％）

　国庫支出金
23億2,757 万円
　（10.5％）

　　その他
7億1,164 万円
   　（3.2％）

自主財源
58億1,287 万円
     （26.4％）
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長
門
市
の
平
成
23
年
度
の
決
算
が
議
会
で
承
認
さ
れ
ま
し
た
。
み
な
さ
ん
に
納

め
て
い
た
だ
い
た
税
金
は
、
私
た
ち
の
暮
ら
し
を
よ
り
よ
く
す
る
た
め
に
さ
ま
ざ

ま
な
形
で
使
わ
れ
て
い
ま
す
。
ど
の
く
ら
い
収
め
ら
れ
、
ど
の
よ
う
に
使
わ
れ
て

い
る
か
、
長
門
市
の
台
所
事
情
を
平
成
23
年
度
の
決
算
か
ら
ご
紹
介
し
ま
す
。

　

長
門
市
の
会
計
は
３
つ
の
会
計
に
分
け
ら

れ
ま
す
。
１
つ
目
は
、一
般
的
な
経
費
が
出
し

入
れ
さ
れ
る
「
一
般
会
計
」、
２
つ
目
は
特
別

な
事
業
を
行
う
た
め
の
経
費
を
一
般
会
計
と

は
区
別
し
て
出
し
入
れ
す
る
「
特
別
会
計
」、

３
つ
目
は
法
律
に
よ
っ
て
収
益
が
認
め
ら
れ

て
い
る
水
道
事
業
な
ど
の
「
公
営
企
業
会
計
」

で
す
。
こ
の
中
で
、
市
の
運
営
上
の
中
核
と

な
り
、
最
も
大
き
な
お
金
が
出
入
り
す
る
会

計
が
「
一
般
会
計
」
で
す
。

【
一
般
会
計
】

　

私
た
ち
の
生
活
に
最
も
関
わ
り
が
深
い
の

が
一
般
会
計
で
す
。
平
成
23
年
度
一
般
会
計
で

は
、
歳
入
が
２
２
０
億
５
、９
９
３
万
円
、
歳

出
が
２
１
６
億
２
、１
８
３
万
円
で
、
翌
年
度

に
繰
り
越
す
べ
き
財
源
６
、１
４
７
万
円
を
差

し
引
き
３
億
７
、６
６
３
万
円
の
黒
字
決
算
と

な
り
ま
し
た
。
対
前
年
比
で
は
、
歳
入
・
歳

出
と
も
前
年
度
よ
り
約
５
％
減
少
し
ま
し
た
。

【
歳
入
】
市
税
歳
入
は
減
、
交
付
税
が
増

　

み
な
さ
ん
に
納
め
て
い
た
だ
い
た
市
税

が
、
39
億
９
１
６
万
円
で
、
前
年
度
に
対
し

て
１
・
７
％
の
減
、
歳
入
全
体
の
17
・
７
％
を

占
め
て
い
ま
す
。
ま
た
、
市
の
財
政
力
に
応

じ
て
国
か
ら
交
付
さ
れ
る
「
地
方
交
付
税
」
が

93
億
２
、０
８
７
万
円
で
前
年
度
比
３
・
６
％

増
、
歳
入
全
体
の
42
・
２
％
と
な
っ
て
い
ま
す
。

都
市
計
画
税
率
の
引
き
下
げ
や
国
の
交
付
金

事
業
の
減
、
財
政
健
全
化
の
取
り
組
み
と
し

て
市
債
の
発
行
を
抑
制
し
た
こ
と
か
ら
、
市

税
や
国
庫
支
出
金
、
市
債
が
減
少
し
、
昨
年

用語解説
■自主財源
　市税や市の施設の使用料な
　ど市が独自で調達するお金
■依存財源
　地方交付税や国・県支出金
　など国や県から市に入って
　くるお金

■市税
　市民のみなさんから納めて
　いただく税金や会社の法人
　市民税など
■地方交付税
　国の所得税、法人税、酒税
　などを一定割合で市の財政
　状況に応じて国から交付さ
　れるお金
■市債
　市が事業を行うために借り
　入れたお金

決
算
報
告

特集
平成23年度一般会計

歳入

　会計

  国民健康保険事業
  公共下水道事業
  湯本温泉事業
  漁業集落排水事業
  農業集落排水事業
  介護保険事業
  電気通信事業
  後期高齢者医療事業

歳入　

55億1,417万円
9億2,878万円
9,595万円
9,686万円

5億 3,786万円
34億4,876万円
1億 2,528万円
5億5,555万円

歳出　

53億5,127万円
9億2,878万円
9,595万円
9,686万円

5億 3,786万円
34億1,073万円
1億1,155万円
5億4,655万円

特別会計決算

内一般会計から　
繰入金　

4億1,243万円
4億1,054万円
6,402万円
7,117万円

4億　858万円
4億6,965万円

0円
1億7,405万円

地方債残高

　会計
  一般会計
  公共下水道事業
  漁業集落排水事業
  農業集落排水事業
  湯本温泉事業
  水道事業

　金額
258億4,748万円 
50億　  51万円
5億4,458万円
37億   228万円
2億3,681万円
39億7,216万円
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　労働費
1億4,148 万円
　  （0.7％）

   　その他
11億6,611 万円
　  （5.4％）

80

100

　  民生費
53億2,090 万円
　（23.7％）

市民一人あたりに使われたお金
   ※平成24年3月31日現在の住民基本台帳の
　　人口38,513 人から算出

　  民生費
52億6,111 万円
　（24.3％）

　  公債費
38億3,586 万円
　（17.7％）

　  総務費
29億1,450 万円
　（13.5％）

   教育費
26億9,196 万円
　 （12.4％）

   　衛生費
15億6,053 万円
　  （7.2％）

   　農林水産業費
14億6,652 万円
　  （6.8％）

   　土木費
11億1,903 万円
　  （5.2％）

    消防費
6億978万円
　 （2.8％）

   商工費
6億4,040 万円
　 （3.0％）

   民生費    13万6,606 円

   公債費    9 万9,599 円

   総務費    7 万5,676 円

   　議会費
2億1,455 万円
　  （1.0％）

　  民生費
53億2,090 万円
　（23.7％）

使っていない↓

歳入総額
220億
5,993 万円

使用料及び手数料
  5 億2,270 万円

繰越金
  4億8,510 万円

分担金及び負担金
     1億8,893 万円
財産収入

  3,888 万円
繰入金

2,219 万円
寄附金

1,277 万円

地方消費税交付金
  3億3,618 万円

地方譲与税
  2億1,812 万円

自動車取得税交付金
       5,718 万円

地方特例交付金
6,122 万円

利子割交付金
1,507 万円

配当割交付金
752万円

株式等譲渡所得割交付金
183万円

ゴルフ場利用税交付金
957万円

交通安全対策特別交付金
495万円

歳出総額
216億
2,183 万円

義務的経費
 49.0％

その他
 37.9％

人件費
18.7％

扶助費
12.6％

繰出金
12.4％

その他
13.4％

　　依存財源
　　162億4,706 万円
　　　（73.6％）

市税
39億916万円
（17.7％）

諸収入
6億3,314 万円
（2.9％）

その他
12億7,057 万円
    （5.8％）

　地方交付税
93億2,087 万円
　（42.2％）

　　市　債
24億1,800 万円
 　 （11.0％）

　　県支出金
14億6,898 万円
　　（6.7％）

　国庫支出金
23億2,757 万円
　（10.5％）

　　その他
7億1,164 万円
   　（3.2％）

自主財源
58億1,287 万円
     （26.4％）
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　労働費
1億4,148 万円
　  （0.7％）

   　その他
11億6,611 万円
　  （5.4％）

80

100

　  民生費
53億2,090 万円
　（23.7％）

市民一人あたりに使われたお金
   ※平成24年3月31日現在の住民基本台帳の
　　人口38,513 人から算出

　  民生費
52億6,111 万円
　（24.3％）

　  公債費
38億3,586 万円
　（17.7％）

　  総務費
29億1,450 万円
　（13.5％）

   教育費
26億9,196 万円
　 （12.4％）

   　衛生費
15億6,053 万円
　  （7.2％）

   　農林水産業費
14億6,652 万円
　  （6.8％）

   　土木費
11億1,903 万円
　  （5.2％）

    消防費
6億978万円
　 （2.8％）

   商工費
6億4,040 万円
　 （3.0％）

   民生費    13万6,606 円

   公債費    9 万9,599 円

   総務費    7 万5,676 円

   　議会費
2億1,455 万円
　  （1.0％）

　  民生費
53億2,090 万円
　（23.7％）

使っていない↓

歳入総額
220億
5,993 万円

使用料及び手数料
  5 億2,270 万円

繰越金
  4億8,510 万円

分担金及び負担金
     1億8,893 万円
財産収入

  3,888 万円
繰入金

2,219 万円
寄附金

1,277 万円

地方消費税交付金
  3億3,618 万円

地方譲与税
  2億1,812 万円

自動車取得税交付金
       5,718 万円

地方特例交付金
6,122 万円

利子割交付金
1,507 万円

配当割交付金
752万円

株式等譲渡所得割交付金
183万円

ゴルフ場利用税交付金
957万円

交通安全対策特別交付金
495万円

歳出総額
216億
2,183 万円

義務的経費
 49.0％

その他
 37.9％

人件費
18.7％

扶助費
12.6％

繰出金
12.4％

その他
13.4％

　　依存財源
　　162億4,706 万円
　　　（73.6％）

市税
39億916万円
（17.7％）

諸収入
6億3,314 万円
（2.9％）

その他
12億7,057 万円
    （5.8％）

　地方交付税
93億2,087 万円
　（42.2％）

　　市　債
24億1,800 万円
 　 （11.0％）

　　県支出金
14億6,898 万円
　　（6.7％）

　国庫支出金
23億2,757 万円
　（10.5％）

　　その他
7億1,164 万円
   　（3.2％）

自主財源
58億1,287 万円
     （26.4％）
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度
を
下
回
る
歳
入
決
算
額
と
な
り
ま
し
た
。

　

市
税
や
使
用
料
な
ど
、
長
門
市
が
独
自
に

確
保
で
き
る
収
入
を
「
自
主
財
源
」
と
呼
び
ま

す
。
こ
れ
に
対
し
て
国
や
県
か
ら
交
付
さ
れ

る
お
金
や
借
入
金
を
「
依
存
財
源
」
と
呼
び
ま

す
。
平
成
23
年
度
の
歳
入
で
は
、
自
主
財
源

が
歳
入
全
体
の
26
・
４
％
で
、
そ
の
割
合
は
前

年
度
よ
り
１
・
３
％
増
加
し
て
い
ま
す
。

【
歳
出
】
事
業
減
少
に
よ
り
決
算
額
も
減

　

歳
出
に
つ
い
て
は
、
前
年
度
に
比
べ
約
10
億

円
（
４
・
７
％
）
の
減
で
し
た
。
歳
出
の
ト
ッ
プ

は
民
生
費
52
億
６
、１
１
１
万
円
で
、
全
体
の

24
・
３
％
を
占
め
て
お
り
、
扶
助
費
が
増
加
し

て
い
る
も
の
の
人
件
費
等
の
削
減
に
よ
り
、
前

年
度
に
比
べ
２
、１
６
７
万
円
（
０
・
４
％
）
の

減
と
な
り
ま
し
た
。

　

次
に
多
い
の
が
市
の
借
金
の
返
済
に
当
た
る

公
債
費
で
、
38
億
３
、５
８
６
万
円
、
全
体
の

17
・
７
％
で
、
繰
上
償
還
の
減
に
よ
り
前
年
度

に
比
べ
、
６
億
３
、５
５
１
万
円
（
14 
・
２
％
）

の
減
と
な
り
ま
し
た
。
３
番
目
に
多
い
の
が
、

総
務
費
で
29
億
１
、４
５
０
万
円
、
全
体
の
13
・

５
％
で
、
国
の
交
付
金
事
業
の
減
に
よ
り
、
前

年
度
に
比
べ
11
・
６
％
の
減
と
な
り
ま
し
た
。

　

ま
た
、
教
育
費
が
、
給
食
セ
ン
タ
ー
建
設
事

業
の
完
了
や
学
校
施
設
耐
震
化
事
業
の
減
に
よ

り
前
年
度
に
比
べ
５
・
３
％
の
減
と
な
っ
て
い

ま
す
。

　

歳
出
を
、
性
質
別
に
分
類
す
る
と
、
義
務
的

経
費
が
前
年
度
と
同
じ
49
・
０
％
、
投
資
的
経

費
が
13
・
１
％
で
前
年
度
に
比
べ
３
・
６
％
の

減
で
し
た
。

■総務費
　市の全般的な事務事業のた
　めの経費
■農林水産業費
　農林業の振興、漁港などの維
　持・整備、農業委員会の経費
■土木費
　道路・公園・市営住宅などの
　維持・整備の経費
■衛生費
　各種検診、環境対策、ごみ処
　理などの経費
■教育費
　小・中学校の教育、文化・ス
　ポーツ振興などの経費
■消防費
　消防に関する経費
■商工費
　商工業や観光振興のための
　経費
■議会費
　市議会運営のための経費

性質別歳出割合

用語解説
■義務的経費
　支出が義務づけられており、
　任意に削減できない経費
■投資的経費
　建物や道路の整備などの経
　費で、その支出の効果が長
　期にわたって持続するもの
■民生費
　児童・高齢者・障害者などの
　福祉に関する経費
■公債費
　事業を行うために借り入れ
　たお金の償還金

特集■決算報告

歳出

　労働費
1億4,148 万円
　  （0.7％）

   　その他
11億6,611 万円
　  （5.4％）

80

100

　  民生費
53億2,090 万円
　（23.7％）

市民一人あたりに使われたお金
   ※平成24年3月31日現在の住民基本台帳の
　　人口38,513 人から算出

　  民生費
52億6,111 万円
　（24.3％）

　  公債費
38億3,586 万円
　（17.7％）

　  総務費
29億1,450 万円
　（13.5％）

   教育費
26億9,196 万円
　 （12.4％）

   　衛生費
15億6,053 万円
　  （7.2％）

   　農林水産業費
14億6,652 万円
　  （6.8％）

   　土木費
11億1,903 万円
　  （5.2％）

    消防費
6億978万円
　 （2.8％）

   商工費
6億4,040 万円
　 （3.0％）

   民生費    13万6,606 円

   公債費    9 万9,599 円

   総務費    7 万5,676 円

   　議会費
2億1,455 万円
　  （1.0％）

　  民生費
53億2,090 万円
　（23.7％）

使っていない↓

歳入総額
220億
5,993 万円

使用料及び手数料
  5 億2,270 万円

繰越金
  4億8,510 万円

分担金及び負担金
     1億8,893 万円
財産収入

  3,888 万円
繰入金

2,219 万円
寄附金

1,277 万円

地方消費税交付金
  3億3,618 万円

地方譲与税
  2億1,812 万円

自動車取得税交付金
       5,718 万円

地方特例交付金
6,122 万円

利子割交付金
1,507 万円

配当割交付金
752万円

株式等譲渡所得割交付金
183万円

ゴルフ場利用税交付金
957万円

交通安全対策特別交付金
495万円

歳出総額
216億
2,183 万円

義務的経費
 49.0％

その他
 37.9％

人件費
18.7％

扶助費
12.6％

繰出金
12.4％

その他
13.4％

　　依存財源
　　162億4,706 万円
　　　（73.6％）

市税
39億916万円
（17.7％）

諸収入
6億3,314 万円
（2.9％）

その他
12億7,057 万円
    （5.8％）

　地方交付税
93億2,087 万円
　（42.2％）

　　市　債
24億1,800 万円
 　 （11.0％）

　　県支出金
14億6,898 万円
　　（6.7％）

　国庫支出金
23億2,757 万円
　（10.5％）

　　その他
7億1,164 万円
   　（3.2％）

自主財源
58億1,287 万円
     （26.4％）
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　会計

  国民健康保険事業
  公共下水道事業
  湯本温泉事業
  漁業集落排水事業
  農業集落排水事業
  介護保険事業
  電気通信事業
  後期高齢者医療事業

歳入　

55億1,417万円
9億2,878万円
9,595万円
9,686万円

5億 3,786万円
34億4,876万円
1億 2,528万円
5億5,555万円

歳出　

53億5,127万円
9億2,878万円
9,595万円
9,686万円

5億 3,786万円
34億1,073万円
1億1,155万円
5億4,655万円

特別会計決算

内一般会計から　
繰入金　

4億1,243万円
4億1,054万円
6,402万円
7,117万円

4億　858万円
4億6,965万円

0円
1億7,405万円

地方債残高

　会計
  一般会計
  公共下水道事業
  漁業集落排水事業
  農業集落排水事業
  湯本温泉事業
  水道事業

　金額
258億4,748万円 
50億　  51万円
5億4,458万円
37億   228万円
2億3,681万円
39億7,216万円
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5億5,555万円

歳出　

53億5,127万円
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1億7,405万円

地方債残高

　会計
  一般会計
  公共下水道事業
  漁業集落排水事業
  農業集落排水事業
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34億4,876万円
1億 2,528万円
5億5,555万円

歳出　

53億5,127万円
9億2,878万円
9,595万円
9,686万円

5億 3,786万円
34億1,073万円
1億1,155万円
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6,402万円
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4億6,965万円
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1億7,405万円

地方債残高

　会計
  一般会計
  公共下水道事業
  漁業集落排水事業
  農業集落排水事業
  湯本温泉事業
  水道事業

　金額
258億4,748万円 
50億　  51万円
5億4,458万円
37億   228万円
2億3,681万円
39億7,216万円

　会計

  国民健康保険事業
  公共下水道事業
  湯本温泉事業
  漁業集落排水事業
  農業集落排水事業
  介護保険事業
  電気通信事業
  後期高齢者医療事業

歳入　

55億1,417万円
9億2,878万円
9,595万円
9,686万円

5億 3,786万円
34億4,876万円
1億 2,528万円
5億5,555万円

歳出　

53億5,127万円
9億2,878万円
9,595万円
9,686万円

5億 3,786万円
34億1,073万円
1億1,155万円
5億4,655万円

特別会計決算

内一般会計から　
繰入金　

4億1,243万円
4億1,054万円
6,402万円
7,117万円

4億　858万円
4億6,965万円

0円
1億7,405万円

地方債残高

　会計
  一般会計
  公共下水道事業
  漁業集落排水事業
  農業集落排水事業
  湯本温泉事業
  水道事業

　金額
258億4,748万円 
50億　  51万円
5億4,458万円
37億   228万円
2億3,681万円
39億7,216万円

【
特
別
会
計
と
公
営
企
業
会
計
】

　

特
別
会
計
は
、
特
別
の
事
業
を
行
う
場
合

に
、
特
定
の
収
入
（
た
と
え
ば
、
保
険
料
や
使

用
料
な
ど
）
を
も
っ
て
そ
の
事
業
に
あ
て
る
た

め
、一
般
会
計
か
ら
切
り
離
す
こ
と
で
、
経
理

上
そ
の
内
容
が
明
確
に
な
る
よ
う
に
設
け
ら

れ
て
い
る
会
計
で
す
。
そ
れ
ぞ
れ
の
決
算
は

上
記
の
表
の
と
お
り
で
す
。

　

長
門
市
の
公
営
企
業
会
計
で
あ
る
水
道
事

業
会
計
の
決
算
に
つ
い
て
は
、
６
月
１
日
号

の
「
財
政
状
況
報
告
」
を
ご
覧
く
だ
さ
い
。

財
政
健
全
化
法
に
基
づ
く
健
全
化
の
指
標

　

地
方
公
共
団
体
の
財
政
を
適
正
に
運
営
す

る
こ
と
を
目
的
と
し
た
「
地
方
公
共
団
体
の

健
全
化
に
関
す
る
法
律
」（
財
政
健
全
化
法
）

に
基
づ
き
、
長
門
市
の
財
政
健
全
度
を
判
断

す
る
４
つ
の
指
標
を
、
平
成
23
年
度
決
算
の

数
値
か
ら
公
表
し
ま
す
。
４
つ
の
指
標
は
次

の
と
お
り
で
す
。

①
実
質
赤
字
比
率

　

一
般
会
計
の
赤
字
額
が
標
準
財
政
規
模
に

占
め
る
割
合
。

②
連
結
実
質
赤
字
比
率

　

一
般
会
計
だ
け
で
は
な
く
全
会
計
の
赤
字

額
が
標
準
財
政
規
模
に
占
め
る
割
合
。

③
実
質
公
債
費
比
率

　

一
般
会
計
な
ど
が
負
担
す
る
借
入
金
の
返

済
が
標
準
財
政
規
模
に
占
め
る
割
合
。

④
将
来
負
担
比
率

　

一
般
会
計
な
ど
が
将
来
負
担
す
べ
き
負
債

の
額
か
ら
、
基
金
な
ど
の
貯
金
を
差
し
引
い

た
額
が
標
準
財
政
規
模
に
占
め
る
割
合
。

特別会計財産等

財政健全化指数
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　  （5.4％）
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市民一人あたりに使われたお金
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　　人口38,513 人から算出

　  民生費
52億6,111 万円
　（24.3％）

　  公債費
38億3,586 万円
　（17.7％）

　  総務費
29億1,450 万円
　（13.5％）

   教育費
26億9,196 万円
　 （12.4％）

   　衛生費
15億6,053 万円
　  （7.2％）

   　農林水産業費
14億6,652 万円
　  （6.8％）

   　土木費
11億1,903 万円
　  （5.2％）

    消防費
6億978万円
　 （2.8％）

   商工費
6億4,040 万円
　 （3.0％）

   民生費    13万6,606 円

   公債費    9 万9,599 円

   総務費    7 万5,676 円

   　議会費
2億1,455 万円
　  （1.0％）

　  民生費
53億2,090 万円
　（23.7％）

使っていない↓

歳入総額
220億
5,993 万円
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平
成
23
年
度
の
決
算
状
況
は
、
財
政
調
整

基
金
な
ど
の
積
立
や
臨
時
財
政
対
策
債
の
発

行
抑
制
、
並
び
に
市
債
の
繰
上
償
還
な
ど
に

よ
り
、
将
来
の
財
政
運
営
に
備
え
た
対
策
が

伺
え
ま
す
。
そ
の
一
方
で
低
迷
す
る
地
域
経

済
や
高
齢
化
を
反
映
し
て
、
税
収
入
の
落
込

み
や
福
祉
・
医
療
費
の
増
加
傾
向
が
懸
念
さ

れ
て
い
ま
す
。

　

今
日
の
地
方
行
政
は
、
厳
し
い
財
政
状
況

や
新
公
会
計
制
度
の
導
入
な
ど
を
背
景
に
、

よ
り
効
率
的
な
行
財
政
運
営
を
求
め
ら
れ
て

い
ま
す
が
、
併
せ
て
そ
れ
に
対
す
る
監
視
機

能
の
強
化
の
必
要
性
が
指
摘
さ
れ
て
い
ま
す
。

こ
の
た
め
現
在
、
監
査
の
専
門
性
と
独
立
性

を
よ
り
一
層
図
る
た
め
の
新
た
な
監
査
体
制

の
あ
り
方
が
検
討
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

し
か
し
な
が
ら
、
よ
く
マ
ス
コ
ミ
で
話
題

と
な
る
公
金
横
領
や
裏
金
問
題
な
ど
の
不
祥

事
に
対
し
て
、
世
論
は
と
か
く
監
査
に
厳
し

い
眼
を
向
け
が
ち
で
す
が
、
巧
妙
化
さ
れ
た

不
正
を
摘
発
す
る
こ
と
は
容
易
な
こ
と
で
は

あ
り
ま
せ
ん
。

　
「
如
何
に
し
て
見
つ
け
る
か
」
か
ら
「
如
何

に
し
て
起
こ
ら
な
い
よ
う
に
す
る
か
」
へ
と

視
点
を
変
え
た
、
言
う
な
ら
ば
外
側
か
ら
の

監
視
は
自
ず
と
限
界
が
あ
る
こ
と
か
ら
、
内

側
の
業
務
の
中
に
お
い
て
不
正
や
間
違
い
を

予
防
・
摘
発
が
出
来
る
仕
組
み
が
必
要
と
さ

れ
て
い
ま
す
。

　

こ
う
し
た
こ
と
か
ら
、
現
在
、
民
間
の
大

会
社
に
義
務
付
け
ら
れ
て
い
る
「
内
部
統
制

シ
ス
テ
ム
」
の
行
政
機
関
へ
の
活
用
が
研
究

さ
れ
て
お
り
、
何
れ
は
導
入
さ
れ
た
シ
ス
テ

ム
の
監
視
が
監
査
の
重
要
な
役
割
と
し
て
求

め
ら
れ
て
く
る
も
の
と
思
わ
れ
ま
す
。

長門市代表監査委員　鐘崎英二さん

　

財
政
健
全
化
法
で
は
、
こ
の
４
つ
の
指
標

に
よ
り
市
の
財
政
状
況
を
「
早
期
健
全
化
（
イ

エ
ロ
ー
カ
ー
ド
）」
と
「
財
政
再
生
（
レ
ッ
ド

カ
ー
ド
）」
の
２
段
階
で
判
断
し
ま
す
。
平
成

23
年
度
決
算
の
数
字
か
ら
算
出
し
た
長
門
市

の
こ
れ
ら
の
指
標
の
値
は
健
全
財
政
の
範
囲

内
に
あ
り
ま
す
。

資
金
不
足
比
率

　

資
金
不
足
比
率
は
、
公
営
企
業
会
計
に
お

け
る
資
金
不
足
額
の
事
業
規
模
に
占
め
る
割

合
を
表
し
て
い
ま
す
。
長
門
市
の
公
営
企
業

は
い
ず
れ
も
資
金
不
足
は
あ
り
ま
せ
ん
。

　

資
金
不
足
額
が
経
営
健
全
化
基
準
を
超
え

る
と
、
経
営
健
全
化
計
画
を
策
定
し
自
主
的

な
経
営
健
全
化
を
行
う
必
要
が
あ
り
ま
す
。
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監査を終えて


